
①　はじめに

横浜市における移動人口の実態

＜昭和39年６月第１回調査から＞

斎藤正雄

　横浜市の人口は，昭和39年９月１日現在で1,669,757人を数えるに至った。この総数を性

別にみると男859,234人，女810,564人で女100につき男106人の割合である。世帯数は450,

564となった。

　本市の人口増加が，ここ数年平均5％というわが国最高の増加率を示しているが，昭和

28年以降，31年までは朝鮮動乱によるブームの反動をうけ，人口の増加は一時停滞を続け

ていたのであった。しかし，この頃本市は永い念願であった接収解除の見通しがつき，ま

た大黒町の埋立をはじめ，根岸湾の大規模工事がはじまり，これに京浜工業に次ぐ大臨海

工業地域が造成されつつあり，一方内陸地帯にも続々と重化学工業を中心とした大企業の

進出がなされてきた。こうした中に本市産業もいよいよ日本経済の高度成長とともに大き

く躍動しはじめた。ここに増加の一途をたどった，本市10年間の人口増加推移をみると，

別表のとおりである。

　これでみると，昭和28年当時の増

加人口は40,559人＜3.87％＞，その

うち自然増加＜出生　死亡差増＞

13,379人＜1.28％＞，社会増加＜転

入　転出差増＞27,180人＜2.59％＞

であった。これが昨年，昭和38年中

においては52,624人＜3.43％＞, 総

数において75,704人＜5.0％と大都

市中もっとも高い社会増加を示して

いる。

　大都市が労働力人口の需要が旺盛

別表　横浜市における年間の人口増加状況

である反面，地方においてこれを供

給するものがなければならない。本市の社会増にともなう人口の吸引力ともなる本市産業

別就業構造を全国と比較してみる必要がある。＜第１図＞
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第１図　就業構造分布状況

　第１図でみられる通り，全国の産業就業構造は第一次

第二次第三次産業ともほぼ同じ比率を示しているが，本

市の場合は第一次産業はわずかに5.2％にすぎず，第二

次，第三次産業がきわめて高い水準にある。労働力が農

業から第二次産業さらに商業サービスの第三次産業に移

向を示していることは，必らずしも国民所得の格差によ

るのみならず一般的な傾向として示されている。

　さらにまた労働力を需要とする本市産業の実態を昭和

38年７月１日現在で実施した事業所統計調査の結果から

みても、本市内の総事業所数は54,064客体＜農林，水産

公務関係機関を除く＞であり，ここに働く従業者数は598,129人である。これを前回昭和

35年の同調査からみても事業所数において3,947＜17.2％＞客体の増，従業者数において

136,378人＜29.5％＞の増加と全国各都市の割合からみてももっとも高い増加である。

　さらに工業生産額においても既に１兆円を突破し，東京，大阪に次ぐ第三位の生産額を

上げ，本市産業経済の活況は大きく人口の吸引力となって現われてきた。

　さらにまた，社会増のもっとも大きな原因として，本市が東京湾を中心として首都圏の

中に産業都市として入り，また住宅都市として東京のベッドタウン的な存在にあることを

見逃すことはできない。後表でも示すとおり本市への移住者の実に36.5％は東京都をけじ

め他都市への通勤，通学者である。

　今後深刻な問題としてこの増加人口に対処されなければならない。

②　調査結果の概要

　この調査は本年はじめて手がけた

もので，6月、9月，11月および明

年３月の４期に分けて実施される調

査であるが，とりあえず６月に実施

した第１回分の結果を示すので，次

表でも示すとおり，本市社会移動が

月により大きな変化のあることを考

慮に入れてみる必要がある。

第２図　昭和38年月別移動人口
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第１表　年令別，性別転入転出者数

＜１＞　転入・転出者の年令別構成＜第１表:

　今調査期間＜６月中＞に本市に転入した総

数は17,757人，そのうち男9,766人＜50.5％

＞，女7,991人＜40.5％＞人であって，男子

が1,775人女子をやや上回っている。年令層

をみると,20才～24才の4,073人＜22.9％＞25

才～29才の3,761人＜21.2％＞で20代が約半

数を占めている。つづいて30才～39才の者3,

167人＜17.8％＞，これに次いで新規学卒とみ

られる15才～19才の者が,1,991人＜11.2％＞

が多くみられ中年層の40才～49才の者が479

人＜2.7%＞、50才～59才の506人＜2.8％＞

60才以上の428人＜2.4％＞という順である。

　男女共15才～30才に至る青年層がもっとも

多く，いずれも新規就職，転職などによるも

のが多く，とくに女子の20才～29才の異動率

の高い理由として別表でもみる如く婚姻関係

が多いことも季節的な理由と考えられる。

　高令者，幼少年者の移動は世帯主にともな

う家族の従族移動である。とくに近年比較的

中高年令者の移動が本市に高まりつつあるこ

とは，労働力不足による大都市産業の注目す

べきところである。

　転出者の場合をみると転出者総数7,401人で，そのうち男4,551人＜61.5％＞,女2,850

人＜38.5％＞である。転入と同様男子が多いが，その割合,においては男が圧倒的に多いこ

とが注目される。転出年令層については，20才～24才の男1,325人女652人，つづいて25

才～29才の男975人，女604人である。転出者においても15才～39才に至る青年層が男女

共多く，30才～49才の中堅層もかなり高い移動率を示している。年少者，高令者の移動も

‘転入者同様従族異動である。

　＜２＞　転入・転出者の理由について　＜第２表＞

　転入移動の主因者＜世帯主＞の総数は11,127件であった。その理由別にもっとも多いの

,は転居による4.544件＜40.8％＞で，この中には住宅事情の解決がもっとも多くふくまれ

こいる。つづいて縁事＜結婚離婚＞が1,841件＜16.5％＞,転職1,577件＜14.7％＞，就

職1,478件＜13.3％＞，転任998件＜8.9％＞，進学228件＜2.0％＞，求職155件
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第２表　理由別・性別転入・転出者数＜1.4％>,その他229件の順で

ある。

　調査の時期等からみて，女子の

婚姻関係が多く，転職。就職，転

任，求職についても企業移転と共

にその関係者移動とみられる。

　進学理由の228件についてはい

ずれも大都市の大学，高校への進

学希望者であり，単身上京者が多

い。

　さらに転出者のその理由をみると。総数は4,840件中，転居，住宅事情の解決によるも

のが，1,978件＜40.8％＞，転任922件＜19.1％＞，転職753件＜15.2％＞，縁事547件

＜11.3％＞，就職234件＜4.8％＞，求職69件＜1.4％＞進学66件，開店開業38件，その

他255件となっているが，転入者の場合と同じく転居が多く，就職関係の転出者は割合少

く，転任による転出者が多いことは相違している。

＜３＞転入・転出者の住居について　＜第３表＞

　都市生活に限らず，人間生活にもっとも重要なものは住宅であるが，近時都市の住宅事

情は切実な問題とされている。別表でもみられるとおり，転入11,127件のうち持家として

自己所有の住宅に住める者はわずか1,812件＜16.3％＞，借家中県市営住宅はわずかに32

3件＜2.9％＞,公団公社住宅463世帯＜4.2％＞，民営借家2,819件＜25.3％＞とその

ほとんどが民営借家に依存している。なお給与住宅＜社宅＞は1,264件＜11.4％＞，寄宿

下宿2,262件＜20.3％＞，間借2,170件＜19.5％＞，その他14人となっている。近時工場

会社各事業所において従業員の厚生施設として社宅問題が叫ばれているが，今なお間借下

宿などに大巾な依存をしていることが注目される。

　なお，転出者の場合をみると，総数4,840のうち持家自己所有の者は1,206件＜24.9％＞

と転入者の場合より良く,県，市営住宅50件＜1.0％＞，民営借家964件＜19.9％＞，給

第３表　人員別，住居の種別転入件数
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第４表　産業別，従業上の地位別，就業者の転入者数

与住宅519世帯＜10.7％＞,寄宿下宿1,150件＜23.8％＞,間借818件＜16.9％＞，その

他46件＜1.0％＞となっている。寄宿下宿については転入者より多いが，住宅事情につい

てはわずか転出の場合がよいことがわかる。

＜４＞　転入・転出者の就業状況＜第４表＞

　転入者の転入後における産業就業状態をみると，第１次産業の農林水産業関係にはわず

か67人＜0.8％＞であるが，第２次産業においては製造業に3,307人＜34.9％＞,建設業

に1,193人＜12.6％＞,第三次産業の金融保険業，サービス業，運輸通信及び公務の3,518

人＜37.1％＞で，第二次産業より第三次産業への移動者がやや上回っている。

　またこれの人の雇用関係をみると，常雇者＜会社，事業所＞は7,712人＜81.3％＞で勤

第５表　移動の理由別，区別転入出件数
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務の上では安定性をもっている。次に公務関係者の611人＜6.4％＞といわゆるサラリーマ

ン族が圧倒的に多＜，臨時雇用者が589人＜6.2％＞とやや不安定のうちに就職がなされて

いる。また自営業者の個人業主として322人＜3.5％＞および家族従業者120人＜1.3％＞と

独立的企業の経営者がみられる。社長，重役等の管理的立場の人は131人であるが企業の

移動等にともなう転入者とみられる。

　なお,転出者の転出後の産業別就業状態をみると,製造業の1,732人＜40.3％＞商業の601

人＜14.0％＞建設,鉱業の489人＜11.4％＞,農林水産44人＜1.0％＞,その他商業サービス，

運輸通信及び公務の1,432人＜33.3％＞であって転入者の場合と異って第三次産業より第

二次産業への就業者が多＜なっている。また就業の状態をみると常雇3,584人＜83.4％＞，

公務関係287人＜6.1％＞,個人業主116人＜2.3％＞,役職＜管理的職業＞40人＜0.9％＞,家

族従業者56人＜1.3％＞の割合であり就業状態も転入者の場合と若干相違をみせている。

＜５＞　転入・転出者の区別住居地　＜第５表＞

　移動者11,127件の転入地を区別にみたのが，第5表である。最も多いのは戸塚区へ1,839

世帯＜16.5％＞，港北区へ1,659世帯＜14.9％＞,さらに鶴見区へ1,515世帯＜13.7％＞,

南区へ1,386世帯＜12.5％＞,保土ヶ谷区へ1,329世帯＜11.9％＞が多く，神奈川区の

第６表　勤務地，通学地別転出入者数
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996世帯＜9.0％＞，中区829世帯＜7.5％＞，磯子区650世帯＜5.8％＞,西区509世帯＜4.6

%＞，金沢区407世帯＜3.6％＞で，本市の社会増加人口が常に戸塚，港北，鶴見に集中さ

れている。

＜６＞　転入者の勤務地および通学地＜第６表＞

　つぎに転入者の勤務地ならびに通学地については，本市内各事業所に勤務地をもつ者は

6,027人＜63.5％＞で最も多いが，東京都へ2,066人＜21.9％＞，川崎市へ704人＜7.4％＞

第７表　転入者の転入前の住居地別件数
川崎市を除＜県内各市へ374人＜3.9％＞，他

県へ314人＜3.3％＞である。

　通学者は本市内各学校へ549人＜90.1％＞

東京都および本市外の各学校へ60人＜0.9％

＞の割合である。本市へ転入した者のうち，

通勤地通学地をあわせ実に36.5％の人達は本

市に単にべットのみを有する者である。

＜７＞　転入者の転入前の住居地＜第７表＞

　転入者の本市転入前の住居地についてみる

と転入世帯11,127件，世帯人員17,757人中，

本市内各区間の移動数5,216人＜29.4％＞,

神奈川県内から2,632人＜14.8％＞,他県＜神奈川県を除く＞9,909人＜55.8％＞とな

っている。

　ここで他県からの移動者を各県ブロック別にみると，関東地方より5,519人＜55.7％＞

中部地方より1,064人＜10.7％＞,東北地方より1,049人＜10.5％＞，九州地方870人

＜8.8％＞，近畿地方の629人＜6.3％＞,北海道より331人＜3.3％＞，中国地方の223

人＜2,3％＞，四国地方126人＜1.3％＞であり，隣接する関東地方からがもっとも多く

さらに中部，東北方面よりの転入者が非常に多いことを物語っている。本市の社会増人口

が近接地域からのみでなく全国から集中していることを示しているが，これはまた横浜市

自身の産業要員として求めなければならない。　　　　　　　　　　　＜総務局統計課長＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あ　と　が　き

　大都市問題は，いまや全世界の問題です。各国の大都市は，それぞれの歴史と伝統を抱えながら，

どのように未来の都市をつくっていくかに苦悩しています。私たちが横浜の問題を考えるには，全国

的な，さらには国際的な視野が要求される段階にきています。

　そのためには，単に外国諸都市と横浜との比較ではなく，都市問題の解決に大きな努力を払ってき

たその叡知にこそ学ぶべきでしょう。ここに最近海外の都市をみてこられた方々の報告を特集したの

は，その体験を多くの人達の共有財産にしたいためでナ。この報告から貴重な教訓を得られることを

期待します。ご多忙のところをご寄稿下さった皆様には，まことに有難うございました。　　＜Ｎ＞
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